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　2019年末に端を発したコロナ禍が、暮らしや生業を直撃しました。新型コロナ感染症が、2023
年５月に感染法上の取り扱いが５類へと引き下げられ、少しずつ府民生活や経済活動にも回復の兆
しが見え始めると思われましたが、異常な物価高騰が追い打ちをかけ、暮らしや生業にさらに深刻
な影響が広がっています。
　こうした中で、日本共産党京都府会議員団では、実態をリアルにつかみ可視化することで、運動
を前にすすめるため、賃金と暮らしの実態を直接お聞きする街頭アンケートに取り組みました。
　９月末から11月上旬まで、議会の合間を縫って、昼休みのビジネス街、夕方の主要駅前で、
webアンケートも含めて242名の実態を集めました。
　党議員団は、アンケート調査で寄せられた声に基づいて、議会での論戦に力を尽くしてきまし
た。これまで知事は、「賃上げは、労働者の生活の安定と向上が図られることにより経済の好循環
をもたらし、さらには地域経済の活性化にもつながることから大変重要」としながら、「企業の事
業継続とのバランス」「賃上げができる環境の整備」などと、山形県、群馬県、秋田県など全国で
広がる賃上げに取り組む中小企業への直接支援や、国による目安額を上回る最低賃金の引き上げが
24県に上り、そのうち4円以上の上乗せが14県となるなど、実質賃金の引き上げやそのための直
接支援などには、一貫して背を向け続けてきました。しかし、2024年度当初予算では、これまで
実施してきた中小企業持続経営支援補助金に、新たに「賃上げ枠」を設けるなど、不十分ながら賃
上げへの対策を打ち出さざるを得なくなっています。
　今回、パンフレットとして、アンケートの結果、議会での論戦をまとめるとともに、議員団もア
ンケート結果を報告して議論に参加した、京都総評主催の賃上げシンポジウムの中身についても、
資料として巻末につけております。
　政治の責任で、中小企業支援と一体の賃上げと待遇改善をすすめ、人間を大切にする働き方への
改革を実現するための運動のさらなる発展に、ぜひご活用ください。最後に、アンケートにご協力
いただいた皆様、パンフレット作成にご協力いただいた皆様に心から感謝を申し上げます。
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